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現行「利根川水系及び荒川水系における水資源開発基本計画」の概要
１．水の用途別の需要の見通し及び供給の目標

(1)目標年度：平成27年度目途

(2)対象地域：利根川水系及び荒川水系に水道用水、工業用水及び農業用水を依
存している茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県及び東京都の諸地域

(3)水の用途別の需要の見通し

• 都市用水の需要の見通しは、国の需要試算値を踏まえ関係都県における需要
想定の結果等により設定。

• 農業用水の需要の見通しは事業別の計画等により設定。

◆ 水道用水 ： 約 147 m3/s、 ◆ 工業用水 ： 約 28 m3/s

◆ 農業用水 ： 約 0.3 m3/s（増加分）

(4)供給の目標

近年の降雨状況等による流況の変化を踏まえた上で、地域の実情に即して
安定的な水の利用を可能にする

◆供給可能量

近年の20年に２番目の渇水時の流況 約168m3/s

計画当時の流況 約196m3/s

２．供給の目標を達成するため必要な施設の建設に関する基本的な事項
主な変更の経緯

H20.７.４ 全部変更（水需給計画変更等）

H26.８.15 一部変更（改築事業３事業を追加）

H31.３.26 一部変更（改築事業群の包括的掲上）

現行計画では、現在７事業（供給量もしくは供給区域を変更する３事業、
変更を伴わない改築・耐震対策事業等４事業）を実施中。

利根川水系及び荒川水系のフルプランエリア
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３．その他水資源の総合的な開発及び利用の合理化に関する重要事項

• 需要と供給の両面からの総合的な施策の推進

• 渇水に対する適正な安全性の確保、異常渇水時や事故等の緊急時の対応

• 既存施設の有効活用の推進

• 水源地域の活性化

• 健全な水循環の重視

• 地下水の適切な保全と利用

• 水利用の合理化

• 水質及び自然環境の保全への配慮

• 各種長期計画との整合性、経済社会情勢及び財政事情への配慮

※令和３年３月時点

※ 指定水系：水資源開発水系に指
定された水系。 本資料では利根
川水系及び荒川水系を指す。

※ フルプランエリア：指定水系の流
域並びに指定水系から水の供給
を受ける地域。



水資源開発施設と水利用のネットワーク

利根川水系及び荒川水系では、武蔵水路や北千葉導水路等により広域的な水融通を可能とするネットワークが形成されている。

注１：図中に示す地点流量は、昭和58年～平成14年（20年間）における低水流量（365日のうち275日は下回らない流量）の平均値である。
ただし、古河地点については、平成7年～平成14年（8年間）における低水流量の平均値である。

注２：利根川、荒川及び江戸川からの各取水量については、利根大堰及び北千葉導水路等に関する主な水利権水量を示している。
注３：図のほかに見沼代用水路を経由する荒川連絡水道専用水路（約3m3/s）による導水がある。
注４：江戸川の取水量には、江戸川・中川緊急暫定（約7m3/s）を含んでいない。
注５：荒川の取水量には、県管理ダム（合角ダム、有間ダム）分を含んでいる。

出典：国土交通省関東地方整備局資料、「平成29年水質年報」（独立行政法人水資源機構）、
「埼玉県の水道 平成30年度版」（埼玉県）、「平成29年度千葉県の水道」（千葉県）、
「事業概要 令和元年版」（東京都）をもとに、国土交通省水資源部が作成

水資源開発施設と
水利用のネットワーク

（イメージ図）

2



１．水の用途別の需要の見通し
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⑬＝⑩÷⑫
一日最大給水量
（浄水場から送水
する一日当たり年
間最大水量）

取水口

取水量給水量

浄水場

⑧＝⑤＋⑥＋⑦
一日平均有収水量
（ 蛇口から出る一

日当たりの年間
平均水量）

⑩＝⑧÷⑨
一日平均給水量
（浄水場から送水
する一日当たり
年間平均水量）

⑯＝⑬÷⑭
一日最大取水量

（河川等から取水す
る一日当たり年間最
大水量）

⑤=③×④
家庭用水有収水量
（家庭で使用する水の量）

⑦ 工場用水有収水量
（水道用水を工場で使用

する水の量）

⑥ 都市活動用水有収水量
（ビルなどの家庭以外で

使用する水の量）

⑨ 有収率
（給水量に対する有
収水量の比率）

⑫ 負荷率
（一日平均給水量と一日
最大給水量の比率）

①行政区域内人口

②上水道普及率

④家庭用水有収水量原単位
（一人一日あたり）③ 上水道給 水 人 口

家庭用水

都市活動用水

工場用水

有
収
水
量

⑭ 利用量率
（取水量に対する
給水量の比率）

漏水等 漏水等

無収水量
公共用水（噴水等）
消火用水 等

水道用水（上水道）の需要算定の基本的な流れ
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水道用水 ～ 一日最大取水量の想定と実績 ～

指定水系に依存する水道用水の需要量の推移

水道用水（簡易水道を含む） 一日最大取水量の需要想定と実績の比較

水道用水が指定水系に依存する水量
（一日最大取水量：簡易水道含む）
は、2015年度(平成27年度)の想定値
147.35m3/s に 対 し 、 実 績 値 は
114.25m3/s。

想定値に対する実績値の比率は77.5％、
想定値と実績値の差は33.10m3/s。

指定水系以外(他水系)の水源に依存す
る水量は、2015年度（平成27年度）の想
定 値 24.85m3/s に 対 し 、 実 績 値 は
22.27m3/s。

指定水系以外(他水系)の水源に依存す
る水量の割合は、2015年度(平成27年
度)の想定値14％に対し、実績値は16％。

※四捨五入の関係で端数が合わない場合がある。表中の値は簡易水道を含む。

単位 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 合計

2015年実績水量（a） m3/s 6.93 7.89 11.76 28.84 18.96 39.89 114.25

2015年想定水量（b） m3/s 9.14 8.50 14.54 33.91 24.75 56.51 147.35

差   ：b-a m3/s 2.21 0.61 2.78 5.07 5.79 16.62 33.10

比率：a÷b ％ 75.8 92.8 80.9 85.0 76.6 70.6 77.5

2015年実績水量（a） m
3
/s 0.00 0.00 0.00 0.00 4.76 17.51 22.27

2015年想定水量（b） m
3
/s 0.58 0.00 0.00 0.00 5.88 18.40 24.85

差   ：b-a m
3
/s 0.58 0.00 0.00 0.00 1.12 0.89 2.58

比率：a÷b ％ - - - - 81.0 95.2 89.6

2015年実績水量（a） m3/s 6.93 7.89 11.76 28.84 23.72 57.40 136.52

2015年想定水量（b） m3/s 9.72 8.50 14.54 33.91 30.63 74.90 172.20

差   ：b-a m3/s 2.79 0.61 2.78 5.07 6.91 17.50 35.68

比率：a÷b ％ 71.3 92.8 80.9 85.0 77.4 76.6 79.3

他水系への依存割合（実績） ％ - - - - 20 31 16

他水系への依存割合（想定） ％ 6 - - - 19 25 14

指
定
水
系

他
水
系

合
計

（年度）
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2004年度 2015年度 2015年度 実績/想定

（実績） （実績） （想定） （2015）/(2015)

① 行政区域内人口 千人 29,107 30,577 29,041 105%

② 上水道普及率 ％ 96.2 97.7 98.6 99%

③ 上水道給水人口 ①×② 千人 28,013 29,863 28,645 104%

④ 家庭用水有収水量原単位 L／人・日 247 225 262 86%

⑤ 家庭用水有収水量 ③×④÷1,000 千m
3
／日 6,916 6,731 7,511 90%

⑥ 都市活動用水有収水量 千m
3
／日 1,865 1,759 2,069 85%

⑦ 工場用水有収水量 千m
3
／日 158 150 176 85%

⑧ 一日平均有収水量 ⑤+⑥+⑦ 千m
3
／日 9,047 8,680 9,756 89%

⑨ 有収率 ％ 92.0 93.2 92.6 101%

⑩ 一日平均給水量 ⑧÷⑨ 千m
3
／日 9,830 9,310 10,539 88%

⑪ 一人一日平均給水量 ⑩÷③×1,000 L／人・日 351 312 368 85%

⑫ 負荷率 ％ 86.2 89.2 82.2 109%

⑬ 一日最大給水量 ⑩÷⑫ 千m
3
／日 11,405 10,441 12,829 81%

⑭ 利用量率 ％ 97.7 95.9 94.7 101%

⑮ 一日平均取水量 ⑩÷⑭÷86.4 m
3
／s 116.40 112.41 128.86 87%

⑯ 一日最大取水量 ⑬÷⑭÷86.4 m
3
／s 133.39 124.22 157.42 79%

Ⅰ指定水系への依存量 m
3
／s 109.54 101.95 132.59 77%

(82%) (82%) (84%)

Ⅱ 他水系への依存量 m
3
／s 23.85 22.27 24.83 90%

(18%) (18%) (16%)

項　　　目 単位

（指定水系への依存割合）

（他水系への依存割合）

水道用水 ～ 指標毎の想定と実績 ～

現行計画の需要の見通しは、指定
水系に依存する「⑯一日最大取水
量」。

「⑯一日最大取水量」の実績値と
想定値の差の主な要因は「⑧一日
平均有収水量」と「⑫負荷率」
「⑧一日平均有収水量」は、「⑤
家庭用水有収水量」、「⑥都市活
動用水有収水量」及び「⑦工場用
水有収水量」の合計。

「⑤家庭用水有収水量」は「④家
庭用水有収水量原単位」に連動。
「④家庭用水有収水量原単位」の
実績値は想定値の86％。節水の進
展が影響したと推察。

「⑥都市活動用水有収水量」及び
「⑦工場用水有収水量」について
は経済活動の影響を受け、ともに
実績値は想定値の85％。近年の経
済社会情勢が反映されたと推察。

その結果、「⑧一日平均有収水
量」の実績値は想定値の89％。

「⑫負荷率」は、実績値と想定値
に7.0ポイントの差があった。

指定水系に依存する「一日最大取水
量」の実績値は想定値の77％。

上水道 現行計画の需要想定と実績の比較（フルプランエリアの合計（群馬県を除く））

※群馬県が⑧一日平均有収水量を推計していない（⑪一人一日平均給水量を一括で推計している）ため、群馬県を除いた値である。
※⑦工場用水有収水量については、埼玉県の⑦工場用水有収水量は⑥都市活動用水有収水量に含むため、埼玉県の値を除いて集計している。
※四捨五入の関係で端数が合わない場合がある。

水道用水（上水道）使用形態の区分

水道用水 上水道 家庭用水 …一般家庭（炊事、洗濯、トイレ、風呂等） 

 

 

 都市活動用水 …官公署用、学校用、病院用、事務所用（会社等）、 

営業用(ホテル、旅館、百貨店、スーパー、飲食店、 

バス・タクシー会社等) 

  工場用水 …上水道を使用する工場等 

 簡易水道 …101 人以上 5,000 人以下の水道 6
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節水している 節水していない その他

水道用水 ～ 指標毎の想定と実績 ～

家庭用水有収水量は、家庭用水有収水量原単位の減少に伴い減少。

節水意識の向上や、節水機器の普及及び高性能化等により、節水が進んだことが要因と推察。

家庭用水有収水量について

節水意識の経年変化（全国）

節水意識が向上

出典：令和元年度 日本の水資源の現況

食器洗い乾燥機の普及台数の推移

出典：Panasonic Newsroom Japanプレスリリース 2017年6月22日

上水道の家庭用水有収水量原単位の実績と想定
（フルプランエリア（群馬県を除く））

※群馬県が⑧一日平均有収水量を推計していない（⑪一人一日平均給水量を一括で推計している）
ため、群馬県を除いた値である。
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トイレの節水性能の推移

出典：一般社団法人 日本レストルーム工業会「各社節水便器の変遷 」をもとに国土交通省水資源部作成

総需要：日本電機工業会調べ、普及率：当社調査

（年度）

※四捨五入の関係で合計が100％とならないことがある。
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水道用水 ～ 指標毎の想定と実績 ～

負荷率は、2015年度(平成27年度)の想定値82.1％に対し、2015年度(平成27年度)の実績値は89.1％。

想定値と近20年間における実績値とを比較すると、想定値と実績値の最低値に大きな差は生じていない。

負荷率について

上水道における負荷率の実績と想定の比較

出典：水道施設設計指針 2012 厚生労働省, p20

2

13

10

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

その他の方法を用い

ている都府県数

実績の最低値を用

いている都府県数

実績の平均値を用

いている都府県数

※現計画策定時の需要想定調査をもとに国土交通省資源部が作成

フルプラン関係都府県（水道)における負荷率の設定状況

出典：H29.3.22国土審議会 水資源開発分科会 資料2-5

○ 負荷率
負荷率は、給水量の変動の大きさを示すものであり、都市
の規模によって変化するほか、都市の性格、気象条件等に
よっても左右される。一日最大給水量は、曜日・天候によ
る水使用状況によって大きく影響を受け、時系列的傾向を
有するものとは言えない。このため、負荷率の設定に当
たっては、過去の実績値や、気象、渇水等による変動条件
にも十分留意して、各々の都市の実情に応じて検討する。
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※水系全体の負荷率は、指定水系を合計した一日平均給水量と一日最大給水量より算定
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水道用水 ～ まとめ ～

【現行計画における水道用水の需要想定値と実績値に対する考察】

○家庭用水については、節水意識の向上、節水機器の普及及び高性能化等、

また、都市活動用水及び工場用水については経済活動の影響を受け、実績

値が想定値を下回ったことなど、近年の経済社会情勢が反映したものと考

えられる。

〇 負荷率については、需要想定の年度では想定値と実績値に差がある。想

定値と近20年間（1996年度～2015年度）の実績値の最低値には大きな差は

ない。
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工業用水の需要算定の基本的な流れ

取水量

工業用水使用水量

工業用水使用水量
＝ 回収水＋補給水量
工業用水使用水量
＝ 回収水＋補給水量

取水口工業用水道給水量

回収水回収水

補給水量
（地下水等）
補給水量
（地下水等）

地下水等取水

工業用水道浄水場

⑨ 利用量率

（取水量に対する給水量
の比率）

⑪ 負荷率
（一日平均取水量と一日最大取水

量の比率）

⑫＝⑩÷⑪
工業用水道
一日最大取水量
（ 工業用水道のために河川
等から取水する一日当たり
年間最大水量）

Ａ 工業用水道への依存割合
（⑥工業用水補給水量に 占める
⑦工業用水道補給水量の割合）

回収水量（工業用）
（工場で再利用される水量）

⑩＝⑧÷⑨
工業用水道
一日平均取水量
（工業用水道のため

に河川等から取水
する平均水量）

⑧＝⑥×Ａ
工業用水道給水量
（ 工業用水道の浄水場

から補給される一日当
たり年間平均水量）

⑥工業用水補給水量
（工場へ補給される全水量）

①製造品出荷額等
×⑤補給水量原単位

③工業用水使用水量

補給水量補給水量
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工業用水道 ～ 一日最大取水量の想定と実績 ～

工業用水道が指定水系に依存
する水量(一日最大取水量)は、
2015年度(平成27年度)の想定
値28.19m3/sに対し、実績値
は19.73m3/s 。

想定値に対する実績値の比率
は70％、想定値と実績値の差
は8.46m3/s。

指定水系以外(他水系)の水源
に依存する水量は、2015年度
（ 平 成 27 年 度 ） の 想 定 値
3.75m3/s に 対 し 、 実 績 値 は
3.17m3/s。

指定水系以外(他水系)の水源
に 依存する 水量 の割合は、
2015年度(平成27年度)の想定
値12％に対し、実績値は14％。

工業用水（工業用水道） 一日最大取水量の需要想定と実績の比較

指定水系に依存する工業用水道の需要量の推移

※四捨五入の関係で端数が合わない場合がある。

単位 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 合計

2015実績水量（a） m
3
/s 7.40 0.49 1.95 1.54 8.00 0.35 19.73

2015年想定水量（b） m
3
/s 11.23 1.70 2.51 2.32 9.90 0.53 28.19

差   ：b-a m3/s 3.83 1.21 0.56 0.78 1.90 0.18 8.46

比率：a÷b ％ 65.9 28.8 77.7 66.4 80.8 66.0 70.0

2015年実績水量（a） m3/s 0.00 0.00 0.00 0.00 3.10 0.07 3.17

2015年想定水量（b） m3/s 0.00 0.00 0.00 0.00 3.68 0.07 3.75

差   ：b-a m
3
/s 0.00 0.00 0.00 0.00 0.58 0.00 0.58

比率：a÷b ％ - - - - 84.2 100.0 84.5

2015年実績水量（a） m3/s 7.40 0.49 1.95 1.54 11.10 0.41 22.90

2015年想定水量（b） m
3
/s 11.23 1.70 2.51 2.32 13.58 0.60 31.94

差   ：b-a m3/s 3.83 1.21 0.56 0.78 2.48 0.19 9.04

比率：a÷b ％ 65.9 28.8 77.7 66.4 81.7 68.3 71.7

他水系への依存割合（実績） ％ - - - - 28 16 14

他水系への依存割合（想定） ％ - - - - 27 12 12

指
定
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2004年度 2015年度 2015年度 実績/想定

（実績） （実績） （想定） (2015)/(2015)

① 製造品出荷額等（2000年価格） 億円 420,951 418,801 503,178 83%

② 製造品出荷額等（名目値） 億円 408,399 458,126 - -

③ 工業用水使用水量（淡水） 千m
3
／日 25,078 19,626 - -

④ 回収率 （③－⑥）÷③×100 ％ 86.9 84.5 - -

⑤ 補給水量原単位　 m3/日/億円 7.8 7.3 7.1 102%

⑥ 工業用水補給水量（淡水） ①×⑤/1000 千m3／日 3,295 3,037 3,577 85%

⑦ 工業用水道補給水量 千m
3
／日 1,721 1,570 2,026 77%

（工業用水道が補給水量に占める割合） (52%) (52%) (57%) (91%)

⑧ 工業用水道給水量 m
3
／s 19.43 18.19 23.58 77%

⑨ 利用量率 ％ 97.9 97.5 93.4 104%

⑩ 工業用水道一日平均取水量 ⑧÷⑨ m3／s 19.84 18.66 25.24 74%

⑪ 負荷率 ％ 78.8 83.0 80.5 103%

⑫ 工業用水道一日最大取水量 ⑩÷⑪ m
3
／s 25.18 22.48 31.34 72%

Ⅰ指定水系への依存量 m
3
／s 21.96 19.38 27.66 70%

（フルプランエリア全域に占める割合） (87%) (86%) (88%)

Ⅱ 他水系への依存量 m3／s 3.22 3.10 3.68 84%

（フルプランエリア全域に占める割合） (13%) (14%) (12%)

項　　　目 単位

1,225
1,765

1,197

4,188
5,032
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①
製

造
品

出
荷

額
等

（
百

億
円

）

（年度）
基礎資材型業種(実績) 加工組立型業種(実績) 生活関連型業種(実績)
全業種(実績) 全業種合計(2015想定)

工業用水道 ～ 指標毎の想定と実績 ～
業種別の製造品出荷額等の推移（フルプランエリアの合計（東京都を除く））

リーマンショック
2008年（H20）

東日本大震災
2011年（H23）

工業用水 現行計画の需要想定と実績の比較（フルプランエリアの合計（東京都を除く））

現行計画の需要の見通しは、指
定水系に依存する「⑫工業用水道
一日最大取水量」。

「⑫工業用水道一日最大取水量」
の実績値と想定値の差の主な要
因は、「①製造品出荷額等」。

「①製造品出荷額等」は、いわゆ
るバブル崩壊以降（平成初期以
降）、伸びが鈍化し、2008年のリー
マンショック及び2011年の東日本
大震災の影響を受け、2009年及
び2011年に減少。実績値は想定
値の83％。

「⑦工業用水道補給水量（工業
用水道が補給水量に占める割
合）」の実績値が想定値を下
回ったこととあわせ、「⑫工業
用水道一日最大取水量」の実績
値は想定値の72％。

また、指定水系以外(他水系)の
水源に依存する水量の割合は、
2015年度(平成27年度)の想定値
12％に対し、実績値は14％。

指定水系に依存する「⑫工業用
水道一日最大取水量」の実績値
は想定値の70％。 ※①～⑦については、実績値、想定値ともに従業員数30人以上の事業所の数値である。

※工業用水道給水量等を推計していない東京都（工業用水道一日最大取水量のみを推計）は除く。
※四捨五入の関係で端数が合わない場合がある。

※製造品出荷額等を推計していない東京都は除く。
※製造品出荷額等は、製造品出荷額、加工賃、及びその他収入額の合計をもとに集計
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工業用水道 ～ まとめ ～

【現行計画における工業用水の需要想定値と実績値に対する考察】

○ 製造品出荷額等について、いわゆるバブル崩壊以降伸びが鈍化し、その後

リーマンショック及び東日本大震災の影響を受け減少し、その結果、工業用

水の需要も増加しなかったことから実績値が想定値を下回ったものと考えら

れる。

○ また、工業用水道が補給水量に占める割合が想定値より下回ったことも影響

していると考えられる。
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農業用水 ～ 取水実績の推移 ～

※基幹的施設（国営造成施設及び独立行政法人水資源機構が管理する施設）並びに県営造成施設、市町村及び土地
改良区により造成された施設における取水実績で、2012年～2016年の近５年間全てで取水実績を把握している施
設を対象として集計したもの。

現行計画では、利根川水系に農業用水を依存している栃木県の諸地域において、必要となる新規の農業用水需要量
は0.33m3/sと見込んでいる。

2015年度（平成27年度）の評価時点において、受益地の営農体系に変化がなく新規需要水量の必要性は変わってい
ないが、取水に必要となる導水施設の事業化に至っていないため、水利用実績はない。

農業用水の使用状況については、築造年代が古い小規模な施設が未だ多く、正確な計測には多大なコストと労力を
要するため、全使用量を把握することが難しい。そこで、把握が可能な国営造成施設及び(独)水資源機構が管理す
る基幹的施設並びに県営造成施設、市町村及び土地改良区により造成された施設における取水実績により、近５年
間（2012年（平成24年）～2016年（平成28年））の傾向を確認した。指定水系に依存する農業用水の近年における
取水量は、降雨の状況や渇水による取水制限等の状況によって年毎の差はあるものの、把握が可能な範囲において
は、大きな変動は見られない。
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指定水系に依存する農業用水の年間取水実績の推移



２．供給の目標と必要な施設の建設等
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現行計画策定（平成20年７月）以降、八ッ場ダム建設事業、湯西川ダム建設事業、滝沢ダム建設事業等が完了。

現在、思川開発事業、霞ヶ浦導水事業、北総中央用水土地改良事業のほか、改築事業群の包括掲上対象として、利根導
水路大規模地震対策事業、房総導水路施設緊急改築事業、成田用水施設改築事業及び藤原・奈良俣再編ダム再生事業を
実施中。

なお、群馬県が実施していた倉渕ダム建設事業及び増田川ダム建設事業については、事業中止。

また、霞ヶ浦導水事業については、平成28年３月及び令和２年12月に、一部の利水者の事業撤退等を受け供給量を変更。

現行計画掲上事業の進捗状況

事 業 名 状 況 事業主体

新

規

思川開発事業 実施中（令和６年度迄） 独立行政法人水資源機構

八ッ場ダム建設事業 令和元年度 完了 国土交通省

霞ヶ浦導水事業 実施中（令和12年度迄）（※） 〃

湯西川ダム建設事業 平成23年度 完了 〃

北総中央用水土地改良事業 令和２年度 完了予定 農林水産省

滝沢ダム建設事業 平成22年度 完了 独立行政法人水資源機構

倉渕ダム建設事業 中 止 群馬県

増田川ダム建設事業 中 止 〃

改

築

武蔵水路改築事業 平成27年度 完了 独立行政法人水資源機構

印旛沼開発施設緊急改築事業 平成20年度 完了 〃

群馬用水施設緊急改築事業 平成21年度 完了 〃

群馬用水施設改築事業 平成30年度 完了 〃

利根導水路大規模地震対策事業 実施中（令和５年度迄） 〃

房総導水路施設緊急改築事業 実施中（令和２年度迄） 〃

成田用水施設改築事業 実施中（令和10年度迄） 〃

藤原・奈良俣再編ダム再生事業 実施中（令和４年度迄） 国土交通省・独立行政法人水資源機構

事業の状況（改築事業群の包括的掲上含む）

16
（※） 事業工期を令和２年12月に変更
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一日最大取水量(実績：指定水系分) 一日最大取水量(想定：指定水系分)

供給の目標 ～ 安定的な水利用 （水道用水及び工業用水） ～

指定水系に依存する水道用水の需要実績・想定と供給可能量の比較

供給の目標 「近年の降雨状況等による流況の変化を踏まえた上で、地域の実情に即して安定的な水の利用を
可能にすること」

水 道 用 水

水道用水の指定水系における供給可能量は、
計画当時の流況を基にすれば161.58ｍ3/s 、
近年の20年に２番目の規模の渇水時の流況
を基にすれば137.20ｍ3/s、戦後最大渇水時
の流況を基にすれば123.96ｍ3/sとなり、需
要実績114.25ｍ3/sを上回っている。

2015年度（平成27年度）末時点において、
戦後最大渇水時の流況を基にすれば供給可
能量は112.53m3/sとなり、需要実績を下回る。

水道用水の需要実績には、建設中の事業を
前提とした暫定取水量が含まれている。

※四捨五入の関係で端数が合わない場合がある。

※供給可能量とは、一定の前提条件下でのシミュレーションをもとにしたものであり、あらかじめ中長期的な流況を正確に把握
した上で、ダム貯水量を最大限に活用できるとした場合に、河川に対してダム等の水資源開発施設による補給を行うことに
より、年間を通じて供給が可能となる水量のことである。

※実際の施設運用においては、中長期的な降雨状況が正確に予測できないため、渇水の懸念がある場合には、早めに渇水
調整を開始し、取水制限を段階的に強化する。そのため、実際にはシミュレーションで算出した供給可能量を取水できない
期間が発生する場合がある。

※2015年度（平成27年度）末時点の水資源開発施設（完成及び建設中）で評価している。

指定水系に依存する工業用水の需要実績・想定と供給可能量の比較

工 業 用 水

工業用水の指定水系における供給可能量は、
計画当時の流況を基にすれば34.39ｍ3/s 、
近年の20年に２番目の規模の渇水時の流況を
基にすれば30.78ｍ3/s 、戦後最大渇水時の
流況を基にすれば28.09ｍ3/sとなり、需要実
績19.73ｍ3/sを上回っている。

工業用水の需要実績には、建設中の事業を前
提とした暫定取水量が含まれている。

（年度）

（年度）
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３．その他水資源の総合的な開発及び利用の合理化に
関する重要事項
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「その他水資源の総合的な開発及び利用の合理化に関する重要事項」について

現行計画では、「その他水資源の総合的な開発及び利用の合理化に関する重要事項」と

して、各種長期計画との整合性、経済社会情勢及び財政事情に配慮し、この両水系に各

種用水を依存している諸地域において、適切な水利用の安定性を確保するため、将来的

な地球温暖化に伴う気候変動の影響への対応及び事故等緊急時における対応も含め、需

要と供給の両面から総合的な施策を講ずるものとして、以下の対策が記載されている。

○ 渇水に対する適正な安全性の確保、異常渇水時や事故等の緊急時の対応

○ 既存施設の有効活用の推進

○ 水源地域の活性化

○ 健全な水循環の重視

○ 地下水の適切な保全と利用

○ 水利用の合理化

○ 水質及び自然環境の保全への配慮

19



現行計画では、以下のとおり記載されている。

渇水に対する適正な安全性の確保のため、各利水者の水資源開発水量等を適正に反映した都

市用水等の水利用調整等について具体的な対策を講ずるものとする。併せて、異常渇水時や事

故等の緊急時における対応について、平常時から関係者の理解と合意形成に努めながら対策

を確立するものとする。

渇水に対する適正な安全性の確保、異常渇水時や事故等の緊急時の対応

現行計画の記載

20



渇水に対する適正な安全性の確保、異常渇水時や事故等の緊急時の対応

利根川における渇水の状況と対応

利根川では、昭和47年から平成30年の間（47年間）に概ね３年に1回の割合にあたる15ヶ年（計16回）の取水制限を

実施。渇水時の取水制限は２か月以上の長期にわたることもあり、社会生活、経済活動等に大きな影響。

渇水時には利根川水系渇水対策連絡協議会における調整を踏まえ取水制限が実施されるなど、各利水者において対

応。

利根川本川における渇水の発生状況
（1972年（昭和47年）から2020年（令和２年）３月末まで）

【利根川水系渇水対策連絡協議会】
○構成メンバー

• 国土交通省関東地方整備局
• 経済産業省関東経済産業局
• 農林水産省関東農政局
• 東京都
• 千葉県
• 埼玉県
• 茨城県
• 群馬県
• 栃木県
• 独立行政法人水資源機構

利根川水系渇水対策連絡協議会出典：Ｈ28夏 利根川水系の渇水状況のとりまとめ（平成28年９月30日、国土交通省関東地方整備局、独立行政法人水資源
機構）、及び令和２年度第１回利根川水系渇水対策連絡協議会幹事会（春季定例会）資料（令和２年４月16日、国
土交通省関東地方整備局）をもとに国土交通省水資源部が作成

発生年
取水制限

日数
最大取水
制限率

昭和47年 40 15%

昭和48年 22 20%

昭和53年 58 20%

昭和54年 41 10%

昭和55年 40 10%

昭和57年 22 10%

昭和62年 71 30%

平成２年 45 20%

平成６年 60 30%

平成８年 117 30%

平成９年 53 10%

平成13年 18 10%

平成24年 23 10%

平成25年 57 10%

平成28年 79 10%

注）１．表中の日数は、降雨等による取水制限の緩和を含む、全期間の日数である。　２．昭和47年以前の取水制限の詳細データは不明

７月 ８月 ９月 10月１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

6/6 7/15

8/16 9/6

8/10 10/6

7/9 8/18

7/5 8/13

7/20 8/10

6/16 8/25

9/57/23

7/22 9/19

1/12 3/27 8/16 9/25

2/1 3/25

8/278/10

10/39/11

7/24 9/18

6/16 9/2
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荒川における渇水の状況と対応

荒川では、昭和58年から平成30年の間（36年間）において14ヶ年（計27回）の取水制限を実施。昭和58年から平成９
年までは、ほぼ毎年取水制限を実施。その後、浦山ダム（平成10年度）及び滝沢ダム（平成22年度）が完成したが、
平成29年に20年ぶりの取水制限を実施。

渇水時には荒川水系渇水調整協議会における調整を踏まえ取水制限が実施されるなど、各利水者において対応。

荒川本川における渇水の発生状況
（1983年（昭和58年）から2020年（令和２年）３月末まで）

出典：H29年夏関東管内直轄河川における渇水状況のとりまとめ（平成29年10月12日、国土交通省関東地方整備局、
独立行政法人水資源機構）、および令和２年度第１回荒川水系渇水調整協議会（春季定例会）資料（令和
２年４月16日、国土交通省関東地方整備局）をもとに国土交通省水資源部が作成。

【荒川水系渇水調整協議会】
○構成メンバー

• 国土交通省関東地方整備局
• 農林水産省関東農政局
• 東京都
• 埼玉県
• 独立行政法人水資源機構

注：表中の日数には、降雨等による取水制限の緩和を含む、全期間の日数である。

発生年
取水制限

日数

最大取水
制限率

昭和58年 4 4%

昭和59年 65 30%

昭和60年 38 30%

昭和62年 55 29%

昭和63年 2 15%

平成2年 18 29%

平成3年 5 8%

平成4年 17 15%

平成5年 6 15%

平成6年 34 29%

平成7～8年 127 15%

平成8年 48 15%

平成9年 21 8%

平成29年 52 20%

７月 ８月 ９月１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

7/1～4

5/15 6/20 8/20 9/16

8/20～31 9/6～166/8 6/132/1～9

5/11～15, 22～25, 30～7/3 7/14～15 8/7～13, 18～19

9/3～4

8/3～20

6/13～14, 18～20

9/7～21, 25～26

6/2～7

8/17 9/19

12/13 4/17

7/3～9 8/16 9/25

3/5～25

7/5 8/25

荒
川
第
一
調
節
池
・
浦
山
ダ
ム
・
滝
沢
ダ
ム
完
成
前

節水の啓発
（東京都池袋駅（東武東上線構内））

渇水に対する適正な安全性の確保、異常渇水時や事故等の緊急時の対応
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＜利根川・栗橋地点の流量＞
5/18 21:30 約364m3/s（増量前）
5/19 20:00 約678m3/s

＜利根川(江戸川)・野田地点の流量＞
5/18 21:30 約146m3/s（増量前）
5/19 02:00 約241m3/s

平成24年５月 放流の様子（藤原ダム）

＜＜ダムからの放流量(合計)＞
543m3/s (5/19 5:00時点）

放流量増量により、
利根川、江戸川の流
量は約２倍に増加

※1：烏川に合流する排水路に
放出
※2：埼玉県営水道の取水口

（埼玉県行田市）での水質調査
で原因物質の調査結果が低い
値で継続していること及び新た
な取水障害が発生していないこ
とから5月24日15時にダムから

の放流量増量を停止するととも
に武蔵水路の導水を再開

水質事故時の緊急対応

2012年（平成24年）５月18日に上花輪浄水場（千葉県野田市）等では、利根川水系江戸川で取水した処理後の浄水か
ら基準値を超えるホルムアルデヒドが検出され、取水が停止された（2012年（平成24年）５月18日15時）。原因は、
塩素と反応してホルムアルデヒドを生成するＨＭＴ（ヘキサメチレンテトラミン）という物質の河川への流出※1。

原因物質を希釈し速やかに流下させることを期待し、渡良瀬貯水池、薗原ダム及び藤原ダムから緊急放流を実施する
とともに、利根川下流から江戸川へ北千葉導水路により緊急導水を実施。

また、矢木沢ダム及び下久保ダムからの放流量増量を行うとともに、利根川から荒川へ都市用水等を導水している
武蔵水路の運用を停止（５月24日15時再開※2）。荒川への導水量の減少分はドローダウンを行っていた滝沢ダムと
浦山ダムからの放流等で代替して対応。

施設の位置図 水質事故対応の状況

出典：第23回関東地方ダム等管理フォローアップ委員会（H26.12.26) 利根川上流ダム群(5ダム)定期報告書の概要（国土交通省関東地方
整備局）、 国土交通省関東地方整備局ウェブページ（利根川上流ダム群の統合管理）をもとに国土交通省水資源部が作成

か み は な わ

施設位置図
藤原ダム（直轄）

下久保ダム
（水機構）

渡良瀬貯水池（直轄）

北千葉導水路（直轄）

武蔵水路
（水機構）

東部地域水道浄水場（群馬県）

行田浄水場（埼玉県）

薗原ダム（直轄）

川妻浄水場（五霞町）

庄和浄水場（埼玉県）

北千葉浄水場
（北千葉広域水道企業団）

栗山浄水場（千葉県）

野田市等断水エリア

三郷浄水場（東京都）

栗橋観測地点

上花輪浄水場（野田市）

野田観測地点

原因者（産業廃棄物処理業者）

原因者
（化学メーカー）

凡例 浄水場への影響

取水停止箇所

取水制限箇所

断水戸数
野田市など36万戸
(5月19日9時35分
～20日5時)

渇水に対する適正な安全性の確保、異常渇水時や事故等の緊急時の対応

23



現行計画では、以下のとおり記載されている。

既設ダム群の連携や運用の高度化、施設更新時等を捉えた必要な施設機能の追加

等、既存施設の有効活用を適切かつ着実に推進するものとする。

現行計画の記載

既存施設の有効活用の推進

24



既存施設の有効活用の推進

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

4/1 5/1 6/1 7/1 8/1 9/1

貯水量（万ｍ３）

実際のダム群貯水量

湯西川ダム及び連携施設が無い場合のダム群貯水量

夏期制限容量

15,140万m3

14,180万m3

常時満水容量 25,310万m3

2,800万m3

7/25

8/6 9/6
6/22

台風18号による

貯水の回復

３３日間

実際の取水制限日数 １３日間

取水制限

開始

降雨により

取水制限一時中止

渇水体制

の解除

１０％

取水制限

１３日間
４１日間

湯西川ダム及び連携施設が無い場合の取水制限日数 ８７日間

月/日

既設ダム群の連携

利根川水系鬼怒川上流において既設ダム（五十里ダム、川治ダム）
を導水路で結び水をやりとりし、平成24年度に完成した湯西川ダム
とともに、ダム下流河川の流況改善を図っている。

五十里ダムが満水で
貯留できない流入水
があるときに、川治ダ
ムに空き容量があれ
ば最大20m3/sの範囲
内で導水。

五十里ダム直下及び
鬼怒川の佐貫地点下
流の維持流量が不足
するときに、川治ダム
に貯留していた五十里
ダムの水を補給。

● 雨が多い季節の川治ダムと五十里ダム

● 雨が少ない季節の川治ダムと五十里ダム

鬼怒川上流ダム群連携事業の概要

鬼怒川上流ダム群連携施設縦断図

鬼怒川上流ダム群連携施設等の効果（H25渇水の場合）

出典：国土交通省関東地方整備局資料をもとに国土交通省水資源部が作成

導水量

平常時最高貯水位における容量
２億５，３１０万m3

洪水貯留準備水位における容量
１億５，１４０万m3

貯水量（万m3）

4/1 5/1 6/1 7/1 8/1 9/1

鬼怒川上流ダム群連携施設では平成25年４月３日から８日までの６日間で約487万
m3を導水し、湯西川ダムと鬼怒川上流ダム群連携施設による水資源の有効利用により、
鬼怒川本川への補給が始まる４月中旬までに、これらの施設が無い場合に比べて約
2800万m3多く貯留できた。

平成25年の夏渇水では、７月25日から13日間にわたり10％の取水制限が行われた。
もし、湯西川ダムと鬼怒川上流ダム群連携施設による水の有効利用が無ければ、取水
制限を33日早く開始し、台風により貯水量が回復するまでの間、87日間の取水制限が
行われていたと想定される。 25



既存施設の有効活用の推進

既設ダム群の統合管理

利根川上流ダム群においては、各ダムの特性を活かし治水・利水の効果を最大限に発揮させるため、ダム群を一元的
に管理・運用し、首都圏を洪水から守るとともに、農業用水や水道用水、工業用水を安定的に供給。

● 各ダムの特性(位置・規模など）
利根川上流ダム群は、それぞれ雨や
雪の量などの気象条件、ダムがある
場所と水需要地の関係や貯水量の大
小などの特性を持っており、それら
を活かした貯水池の運用を行ってい
る。

● 貯水池の特性（流入特性）
奈良俣・下久保ダムは、利水容量に対して年間流入量が少ない（使う
と回復しにくい）が薗原・藤原ダムは多い（使っても回復しやすい）
などという特性を有している。

※茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県及び東京都の人口約3,400万人の生活用水の一
人一日平均使用量（288.4㍑)で換算した値

出典：Ｈ28夏 利根川水系の渇水状況のとりまとめ（平成28年９月30日、国土交通省関東地
方整備局、独立行政法人水資源機構）
国土交通省関東地方整備局ウェブページ（利根川上流ダム群の統合管理）

利根川上流ダム群から栗橋地点への補給状況（平成28年渇水の場合）

●統合管理の内容
統合管理では、情報収
集・監視、予測、指示、
ダム操作等を日々繰り
返し行っている。

安定的な水利用のため、５月以降８月末までに総量約2.9億m3の補給を実施。
この水量は、１都５県で使用される全生活用水の約30日分に相当。

26



既存施設の有効活用の推進

水道施設における効率的な運用

利根川・荒川水系及び多摩川水系の原水を
相互に融通できる原水連絡管を活用し、水
源の状況等に応じ、両水系の原水を効率的
に運用する。

出典：東京2020ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ渇水対応行動計画

水資源開発施設の更新に当たっては、長寿命化計画に基づく老朽
化対策のみならず、必要に応じて大規模耐震対策や施設の二重化
などにより施設機能も向上。

武蔵水路は、管理開始以降50年が経過し老朽化が進行していたた
め、老朽化対策と合わせて大規模地震に対する耐震性を確保する
とともに、将来の維持管理の容易性を考慮し施設を二連化する改
築工事を平成27年度に完了。

施設更新時等を捉えた必要な施設機能の追加

【改築前の状況】

【改築後の状況】

水路老朽化の状況

底盤の変形コンクリートの損傷

【武蔵水路】

多摩川水系の活用（イメージ）

利根川水系の対応

多摩川水系の対応
秋ヶ瀬取水堰

朝霞
浄水場

東村山
浄水場

村山貯水池

山口貯水池

小河内ダム

利根大堰

武蔵水路

小作
取水堰

羽村
取水堰

原水連絡管奥多摩湖

水道施設による連絡管での水運用（イメージ図）

武蔵水路改築事業の概要（上：改築前、下：改築後） 27



現行計画では、以下のとおり記載されている。

水資源の開発及び利用を進めるに当たっては、水源地域の開発・整備に加え、上下

流の地域連携を通じた地域の特色ある活性化を図ること等により、関係地域住民の

生活安定と福祉の向上に資するための方策を積極的に推進するとともに、ダム周辺

の環境整備、水源の保全かん養を図るための森林の整備等必要な措置を講ずるよう

に努めるものとする。

現行計画の記載

水源地域の活性化
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水源地域の活性化 ～水源地域の開発・整備 ～

川治
かわじ

利根
とね

川水系鬼怒
きぬ

川 国土交通省 栃木県 日光市 192 75 8 S49.7.20 S50.6.21 S50.11.13

湯西川
ゆにしがわ

利根
とね

川水系湯西
ゆにし

川 国土交通省 栃木県 日光市 286 85 11 S61.3.18 H9.11.17 H10.1.30

南摩
なんま

利根
とね

川水系南摩
なんま

川 水資源機構 栃木県 鹿沼市 375 76 46 H10.9.17 H17.2.10 H17.3.17

桐生
きりゅう

川
がわ

利根
とね

川水系桐生
きりゅう

川 群馬県 群馬県 桐生市 62 59 13 S49.7.20 S54.1.29 S54.3.22

H7.11.28

国土交通省 群馬県 長野原町 316 340 48 S61.3.18 H7.9.29 H12.2.10

一部変更

亀山
かめやま

小櫃
おびつ

川水系小櫃
おびつ

川 千葉県 千葉県 君津市 159 38 62 S49.7.20 S51.11.13 S51.12.21

高滝
たかたき

養老
ようろう

川水系養老
ようろう

川 千葉県 千葉県 市原市 186 108 108 S53.3.28 S55.3.1 S55.3.25

合角
かっかく

荒
あら

川水系吉田
よしだ

川 埼玉県 埼玉県
秩父市、
小鹿野町

63 72 17 S54.4.17 S62.2.25 S62.3.27

浦山
うらやま

荒
あら

川水系浦山
うらやま

川 水資源機構 埼玉県 秩父市 151 50 2 S53.3.28 S63.2.13 S63.3.16

滝沢
たきざわ

荒
あら

川水系中津
なかつ

川 水資源機構 埼玉県 秩父市 236 70 30 S52.3.23 H元.2.7 H元.3.17

茨城県
千葉県

水没総
面積(ha)

水没戸数
(戸)

水没農地
面積(ha)

ダム等
の所在
道府県

水没地区
所在市町村

八ツ場
やんば

利根
とね

川水系吾妻
あがつま

川

事業主体水系河川名
ダム等の

名称

－－
S51.3.23
S59.12.26
全部変更

ダム等の
指定年月日

水源地域
指定年月日

整備計画
決定年月日

霞ヶ浦
かすみがうら 利根

とね

川水系常陸利根
ひたちとね

川
水資源機構 S49.7.20 S50.6.21－

(流域市町村)
土浦市ほか２３
市町村

水資源開発施設の整備に当たっては、水源地域対策特別措置法により策定された水源地域整備計画に基づき、土地改良、道
路等の各種事業が実施されている。

令和２年３月末時点で、利根川水系では、霞ヶ浦開発事業、川治ダム、湯西川ダム、桐生川ダム、荒川水系では、滝沢ダム、
合角ダム、浦山ダムでの整備が完了しており、 八ッ場ダム及び思川開発事業（南摩ダム）では整備事業を実施中である。

※「水没総面積」「水没戸数」「水没農地面積」は、ダム等指定時あるいは水源地域整備計画決定時のもの。
※「水没総面積」「水没農地面積」は、小数第一位を四捨五入し整数としたもの。

水源地域対策特別措置法に基づく指定ダムの概要
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〇目 的：利根川水系及び荒川水系におけるダム等を設置する水源地域（及びその周辺を
含む。）における水源地域に関する固有の諸施策を行い、国土の利用・整備、
地域社会の健全な発展及び国民生活に不可欠な水資源の確保に資すること

〇設立年月日 ：昭和51年12月22日(H24.７.２ 公益財団設立登記(移行))
〇設 立 団 体：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都
〇対象事業
①滝沢ダム S52.８.11決定 H10年度終了
②浦山ダム S54.３.27決定 H７年度終了
③奈良俣ダム S55.２.21決定 H２年度終了
④渡良瀬遊水池 S56.６.11決定 S61年度終了
⑤八ッ場ダム S62.10.20決定 R２年度終了

予定
⑥湯西川ダム H 5.２.19決定 H23年度終了
⑦戸倉ダム H 6.２.17決定 H20年度終了
⑧思川開発施設 H12.２.17決定

水源地域の活性化 ～水源地域の開発・整備 ～

水資源開発施設の整備にあたっては、家屋、公
共施設の水没が生じるため、ダム事業者により
様々な対策が講じられているとともに、水源地域
対策特別措置法により策定された水源地域整備
計画に基づき、土地改良、道路等の各種事業が
実施されている。

利根川・荒川水源地域対策基金により、利根川
水系及び荒川水系におけるダム等を設置する水
源地域（及びその周辺を含む。）におけるダム関
係地方公共団体が講ずる水源地域にかかる諸
施策に対する援助事業、水源地域及び水需要
地域の交流事業等が行われている。

ダム事業者による補償

●付替道路の整備（湯西川ダム）

付替県道５号橋付替県道上野トンネル

●移転代替地の整備（思川開発）

出典 思川開発 ：関東地方整備局事業評価監視委員会 平成26年度第２回資料（平成26年7月31日）
八ッ場ダム：関東地方整備局事業評価監視委員会 平成28年度第３回資料（平成28年8月12日）
湯西川ダム：関東地方整備局事業評価監視委員会 平成22年度第２回資料（平成22年8月3日）

●付替鉄道の整備（八ッ場ダム）

川原湯温泉駅（新駅）

水源地域対策特別措置法に基づく整備事業

●砂防事業 ●特定環境保全公共下水道整備事業

（湯西川ダム）

（湯西川ダム）

●土地改良総合整備事業

（八ッ場ダム）

出典：栃木県、群馬県、埼玉県、水資源機構提供
（秩父滝沢サイクルパーク）

●自然公園施設●レクリエーション広場●消防施設

（思川開発）

（滝沢ダム） （滝沢ダム）

出典：独立行政法人水資源機構提供資料

上下流交流活動の状況

公益財団法人 利根川・荒川水源地域対策基金

●付替道路の整備（湯西川ダム）
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水源地域の活性化 ～上下流の地域連携・ダム周辺の環境整備等 ～
水源地域ビジョンの推進

ダムを生かした水源地域の
自立的・持続的な活性化を
図り、流域内の連携と交流
によるバランスのとれた流
域圏の発展を図ることを目
的として、各ダムでは、それ
ぞれの水源地域の自治体、
住民等がダム事業者・管理
者と共同で水源地域活性
化のための行動計画（水源
地域ビジョン）を策定。様々
な取組を実施。

秩父４ダム探検隊が往く！（荒川４ダム）草木湖マラソン（草木ダム）

上下流交流会
（下久保ダム）

ダム湖クルージング（湯西川・川治ダム）

「利根川源流讃歌」 定例発表会
（利根川上流５ダム）

ダム見学会
（薗原ダム）

出典：関東地方ダム等管理フォローアップ委員会（各ダム最新の定期報告書（概要版））, 独立行政法人水資源機構草木ダム管理所ウェブページ

水源地域の保全 各自治体においては、森林環境を適切に整備・保全し、森林が持つ機能の維持・向上を図るために、
様々な取組が行われている。

「荒廃した山林の復元」
渡良瀬川の源流の荒廃した山林では、林野庁・県
の治山事業、国土交通省の砂防事業やＮＰＯ法人
による植樹活動等を実施。
平成29年5月には、「第36回 足尾・ふるさとの森
づくり（主催：ＮＰＯ法人 森びとプロジェクト委員会）」

が開催され、総勢391人により苗木植樹等を実施。

植 樹 等 の 状 況

出典：独立行政法人水資源機構草木ダム管理所ウェブページ

「水源地域保全条例の制定」

茨城県、群馬県及び埼玉県では、
森林を適正に整備・保全し、将来
にわたって水源涵養機能を維持し
ていくために、「水源地域保全条
例」を制定。

水源地域の森林保全について、県、
県民及び土地所有者等の責務を明
らかにし、所有権等の移転につい
て事前届け出制度等を設けて、水
源地域の機能維持

茨城県・・・平成24年10月３日施行

群馬県・・・平成24年６月26日施行

埼玉県・・・平成24年４月１日施行
出典：茨城県、群馬県、埼玉県ウェブページ

「企業・団体の参加による
森林づくり（埼玉県）」

埼玉県では、森林を守り
育てるため、森林づくり
活動を行う企業・団体、
活動場所を提供する市
町村等及び活動を支援
する県の三者が協定を
結び、森林づくりが行わ
れている。
（これまで47団体と協定
を締結）

出典：埼玉県ウェブページ
（埼玉県の森林）
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現行計画では、以下のとおり記載されている。

水資源の開発及び利用に当たっては、流域での健全な水循環を重視しつつ、治水対

策、河川環境の保全及び水力エネルギーの適正利用に努めるとともに、既存水利、

水産資源の保護等に十分配慮するものとする。

現行計画の記載

健全な水循環の重視
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健全な水循環の重視 ～ 河川環境の保全 ～

利根川及び荒川においては、在来有して
いる礫河原、瀬と淵、ヨシ原、干潟等の保
全・再生に努めるとともに、河川の連続性
の確保を図り、魚類の遡上、降下環境の
改善等を図るための整備を実施中。

下久保ダムにおいては、国の史蹟名勝天
然記念物に指定されている三波石峡を含
む下流河川の環境保全を目的に、ダム下
流への土砂還元、フラッシュ放流を実施。

利根大堰では魚道の改築や稚魚の放流、
利根川河口堰では誘導放流操作を実施。

自然再生

湿地環境（ヨシ原・干潟）の保全・再生、河岸やワンド等
の再生により、利根川下流における生物多様性の確保
が期待できる。

出典：関東地方整備局事業評価監視委員会（平成27年度第4回）利根川総合
水系環境整備事業、荒川総合水系環境整備事業（平成27年10月28日）

整備後
施工後1ヶ月
H27.４.24

整備前
H24.10.16

【整備前】

【整備後（イメージ）】

（利根大堰・利根川河口堰の事例）

利根大堰では、魚道と堰直下流
にある護床工の改修（平成７～
９年）、関係団体・地域住民によ
る稚魚の放流（平成19年～）や
利根川河口堰での誘導放流操
作の実施（平成20年～）など、
様々な取組が行われている。

※誘導放流操作：堰の上流水位が
高いときに左右岸に1門ずつある調
節門を操作し、表層水を下流に流す
操作。この表層水の流れを呼び水と
して魚を誘導し、遡上を促進させる。

魚道の改築・遡上時に誘導操作
魚道の改修

下流護床工の改修

ダムができると、ダム下流への土砂供給量が減少し、また、ダム下流の流量が平滑化され、生
物の生息・生育環境、景観など河川環境へ影響を及ぼすことがある。

そのため、下久保ダムでは、国の史蹟名勝天然記念物に指定されている三波石峡（さんばせき
きょう）を含む下流河川の環境保全を目的に、平成15年度からダム下流への土砂還元※１を実
施し、平成20年度からはフラッシュ放流※２も併せて実施している。

ダム下流河川の環境改善（下久保ダムの事例）

◆付着藻類の更新機会増大

◆三波石峡のクレンジング効果

◆よどみの解消、砂礫帯の再生

※1 貯水池に溜まった土砂をダム下流河川内に運搬、置
土し、ダムからの放流水によって下流河川へ流下さ
せる取組。

※2 ダムが建設されてダム下流の河川流況が平滑化さ
れるため、人工的に流量変動を加える放流を行うこと。
洪水期前などに、洪水貯留準備水位に向けてダムの
貯水位を低下させる時期を利用して実施する放流を
示している。

出典：独立行政法人水資源機構ウェブページ（環境報告書2015）
第24回関東地方ダム等管理フォローアップ委員会 下久保ダム定期報告書の概要（平成27年12月18日、独立行政法人水資源機構）

サケの稚魚放流と利根導水路施設見学会
（利根川水系上下流交流：群馬県及び東京
都）

出典：利根川水系上下流交流ウェブページ

出典：独立行政法人水資源機構ウェブページ

33



健全な水循環の重視 ～水力エネルギーの適正利用 ～

小水力発電の導入を促進するため、2013年（平成25年）
12月に河川法が改正され、従属発電について許可制に
代えて登録制が導入された。

発電設備

◆河川における水力発電の状況
指定水系においては、約130箇所（2018年（平成30年）3月末時点）
で水力発電が行われているが、近年、河川での小水力発電所が増加
傾向にあるほか、農業水利施設や水道施設等においても小水力発電
設備が導入されている。

水
力

発
電

箇
所

数
（
箇

所
） 指定水系における水力発電所設置箇所数（最大出力別）の推移

出典：国土交通省調べ

◆上水道・工業用水道における水力発電の状況

◆農業水利施設における水力発電の状況（事例）
国営神流川沿岸地区のパイプラインの落差を利用した小水力発電施設

小水力発電施設

出典：農業農村整備事業等による小水力発電の整備事例（農林水産省ウェブページ）

位 置 埼玉県児玉郡上里町

最大出力 199kW

年間発電可能量 522MWh

最大使用水量 0.9㎥/s

有効落差 18.1m

建設費 ２億7,700万円

運転開始 平成24年９月

造成事業名
国営かんがい排水事業

（神流川沿岸地区）

施設管理者 埼玉北部土地改良区連合

出典：千葉県ウェブページ

出典：さいたま市ウェブページ

◆従属発電にかかる水利使用手続きの簡素化、円滑化

出典：国土交通省ウェブページをもとに水資源部が作成
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従属発電は、既に水利使用の許可を受け
て取水している農業用水等やダム等から
一定の場合に放流される流水を利用する
もので、新たに減水区間が発生しません。

通常の水力発電

許可
通常の水力発電は、取水口から放水口まで
河川の流量が減少する区間(減水区間)が発
生します。

従属発電 登録

登録

従属発電 農業用水(従属元)

(許可)

（従属元の取水量の

範囲内で発電）



現行計画では、以下のとおり記載されている。

この両水系に各種用水を依存している諸地域においては、一部の地域で過去に地下

水の採取により著しい地盤沈下が発生し、現状では沈静化傾向にあるものの、依然と

して地下水に対する依存度が高いことから、安定的な水の供給を図りつつ、地下水採

取の規制とともに地下水位の観測や調査等を引き続き行い、地下水が適切に保全・

利用されるよう一層努力するものとする。

現行計画の記載

地下水の適切な保全と利用
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地下水の適切な保全と利用

フルプランエリアの一部の地域では、過去に地
下水の採取により著しい地盤沈下が発生。

沈静化傾向にあるものの、依然として地盤沈下
が続いている地域が存在。

地盤沈下の多くは、地下水の過剰な採取により
地下水位が低下し、粘土層が収縮するために
発生。一度沈下した地盤はもとには戻らず、沈
下量は年々積算。年間の沈下量がわずかで
あっても、長期的には建造物の損壊や洪水時
の浸水域の増加などの被害をもたらす危険性。

地盤沈下防止等を図るため、地下水採取規制
等や関東平野北部地盤沈下防止等対策要綱
の対策が講じられている。

直近５年(H２6～30年度)の間に地盤沈下の測定ための水準測量が実施された地域

上記以外で、これまでに地盤沈下が認められた主な地域

過去５年間(平成26～30年度)の累積沈下量(cm)

関東平野北部における地盤沈下の経年変化

※：「関東平野北部」とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県
※：平成２３年度の沈下面積、沈下量については、東北地方太平洋沖地震の影響があるものと考えられる。
※：千葉県松戸市栄町は、平成２１年度より欠測。

出典：平成30年度全国の地盤沈下地域の概況（令和２年３月（環境省 水・大気環境局）及び動力を用いた揚水施設（井戸）
を設置する方へ（東京都環境局）をもとに国土交通省水資源部が作成

関東平野北部における地下水揚水量
及び地盤沈下面積の推移

地下水採取に関する規制等の状況

5.87 3.32

2.97

4.37 5.85

9.80

9.04

1.30

1.19

1.87 2.36
4.11

2.02
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現行計画では、以下のとおり記載されている。

この両水系における水資源の開発及び利用は、既に高度な状態に達しつつあるので、

次のような水利用の合理化に関する施策を講ずるものとする。

① 漏水の防止、回収率の向上等の促進を図るとともに、節水の普及啓発に努めるも

のとする。

② 生活排水、産業廃水等の再生利用のための技術開発等を推進し、その利用の促

進を図るものとする。

③ 生活環境の整備に伴い増大する下水処理水と河川流水を総合的に運用する施

策を推進するものとする。

④ 土地利用及び産業構造の変化に対応し既存水利の有効かつ適切な利用を図るも

のとする。

現行計画の記載

水利用の合理化
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水利用の合理化 ～漏水の防止～

水インフラは高度経済成長期に整備されたものが多く、法定耐用年数を超過する施設（経年化率）が年々増加傾向にある。水
道施設における漏水率は３～４％程度で推移しているものの、施設の破損等による突発事故が発生している。

このような状況の中、各事業者においては、漏水箇所の早期発見に努めるとともに、施設の長寿命化計画に基づく施設の更新
を計画的に進めている。

漏水の防止

フルプランエリア内における上水道管路の経年化率の推移

出典：「東京都水道局 事業概要 令和元年度版」及び「東京
都水道局 東京の漏水防止 平成31年度版」をもとに
国土交通省水資源部が作成

漏水の早期発見・早期修理
漏水を発見するために、騒音が少な
い夜間に音聴調査を実施するととも
に、地上に流出した漏水は即日修理
することを原則としている。

電子式漏水発見器を用いた漏水調査

配水管（経年管、初期ダクタイル管等）の取替え

経年管や初期ダクタイ
ル管は、濁水や漏水の
原因となることから、強
度及び耐震性に優れた
ダクタイル鋳鉄管に計
画的に取り替えてきた。

経年管 耐震継手管

漏水防止対策の効果
昭和30年度には20％、平成４年度でも
10.2%であった漏水率は、漏水防止対策
を積極的に進めた結果、平成30年度に
は3.2%となっている。

水道事業者の取り組み（事例：東京都水道局）
東京都水道局においては、「水道管の計画的な取替え・管材質の向上」、「漏水の早期発
見・早期修理」及び「高い漏水防止技術の確保」を柱とした漏水防止対策を積極的に進
めた結果、平成30年度には漏水率3.2%となり、世界最高水準の漏水率となっている。

出典：水道統計をもとに国土交通省水資源部が作成

※経年化率＝法定耐用年数を超えた管路延長／管路総延長

漏水状況
（千葉県工業用水道）

出典：千葉県提供資料

※水インフラ：貯留から利用、排水に至るまでの過程において水の利用を可能とする施設全体
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水利用の合理化 ～回収率の向上、節水の普及啓発～

フルプランエリア内における工
業用水の回収率は、基礎資材
型業種で高く、その割合は約９
割に達している。

フルプランエリア内における工
業用水の回収率は全国平均に
比べ高い値で推移している。

工業用水回収水量・回収率の推移(３業種別)
（フルプランエリア内） 工業用水 回収率の推移(全国平均との比較）

出典：工業統計（経済産業省）をもとに国土交通省水資源部が作成

各水道事業者においては、ウェ
ブページ等による広報のほか、
水道事業について理解を深め
ていただくための施設見学会や、
水道事業に携わる職員による
出前講座等を通じて、節水の普
及・啓発に向けた様々な取組が
行われている。

また、フルプランエリア内の多く
の自治体では、雨水の有効活
用等を目的とした雨水貯留タン
ク設置の補助金制度を制定し、
普及に取り組んでいる。

雨水貯留タンク補助金制度の事例（さいたま市）

出典：さいたま市ウェブページ（雨水貯留タンク設置補助制度）

出前講座の事例（東京都）

出典：東京都水道局ウェブページ（東京の水道）

回収率の向上

節水の普及啓発
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水利用の合理化 ～再生利用の促進～

「雨水の利用の促進に関する法律（平成26年５月施行）」を踏まえ、平常時の利用に加えて、緊急時における代替水源、健全な
水環境の維持又は回復等の環境資源及び下水熱の有効利用等によるエネルギー資源として、雨水・再生水の更なる利用の
促進を図っていくことが重要である。

フルプランエリアにおいては、雨水を利用している公共施設や事務所ビル等の数は853施設、雨水利用量は年間およそ約166
万m3であり、年々増加傾向にある。(平成28年度時点)

東京都においては、「水の有効利用促進要綱」に基づき、都内全域で計画される大規模建築物や開発事業を対象に、都市の
貴重な水資源を有効に利用するために、水の循環利用の促進に向けた取組を進めている。

出典：国土交通省水資源部調べ

【水の有効利用促進の事例：東京都】

出典：東京都ウェブページ（水の有効利用のすすめ）

再生利用の促進

指定水系における雨水利用施設数の推移
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水利用の合理化 ～下水処理水と河川流水の総合的な運用～

荒川調節池総合開発施設の浄化施設では、荒川水循
環センターから放流される下水処理水を高度処理し、
秋ヶ瀬取水堰地点の河川水質と同程度まで浄化された
処理水を河川の維持用水として放流している。

下水処理水と河川流水の総合的な運用

① 荒川貯水池から秋ヶ瀬取水堰上流に補給し、水道用水
を確保する。

② 下水処理水を浄化施設に導水して浄化し、秋ヶ瀬取水堰
下流への維持流量の一部として流下させる。

といった運用を行う施設である。

具体的には、①若しくは②、又は①②の両方を同時に行う。

②を行う場合は、浄化施設から放流した流量分と同量の
河川水が水道用水として取水可能となる。

②堰下流へ放流
夏期（5/16～10/31）
最大3m3/s

冬期（11/1～5/15）
最大2m3/s

水道用水
最大3.5m3/s

秋ヶ瀬取水堰

余剰水なし
（水道用水不足）

浄化施設

維持用水
5m3/s

彩湖
（荒川貯水池）

荒川
水循環センター

①荒川貯水池より補給

出典：国土交通省関東地方整備局資料をもとに水資源部が作成

荒川調節池総合開発施設の概要

維持用水（5m3/s）

荒川第一調節池浄化施設からの
振替補給で維持用水を確保し、
上流ダム群からの補給量を削減

秋ヶ瀬取水堰下流への放流量流量（m3/s）
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現行計画では、以下のとおり記載されている。

水資源の総合的な開発及び利用の合理化に当たっては、水質及び自然環境の保全

に十分配慮するとともに、水環境に対する社会的要請の高まりに対応して水資源がも

つ環境機能を生かすよう努めるものとする。

現行計画の記載

水質及び自然環境の保全への配慮
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水質及び自然環境の保全への配慮 ～水質保全～

貯水池等で富栄養化が進むと藻類が異常増殖し、アオコや淡水赤潮が発生し、カビ臭発生、景観障害、浄水場でのろ過障害な
どの問題が起こりうる。また、水質異常には、洪水後の濁水長期化現象、冷水放流の下流河川環境への影響という問題もある。

このような問題を未然に防ぐために、水質の監視を行うとともに、曝気循環設備、選択取水設備などの各種水質保全設備の運
用を実施している。

浅層曝気循環設備(浦山ダムの事例) 富栄養化対策(渡良瀬貯水池の事例)

渡良瀬貯水池では、カビ臭原因物質(2-MIB)の抑制を目的に、貯水池
水位低下(干し上げ)を実施するための施設整備を中心とした水質保全
対策を平成17年度～平成24年度に実施
総合的な効果としてカビ臭原因物質の発生を抑制し、安定した水利用
が行われている。

出典：第26回関東地方ダム等管理フォローアップ委員会【事後評価】利根川総合水系環
境整備事業(渡良瀬遊水池)（平成29年12月６日、国土交通省関東地方整備局）出典：第27回関東地方ダム等管理フォローアップ委員会 浦山ダム定期報告書の概要（平成31年１月25日、独立

行政法人水資源機構）をもとに国土交通省水資源部が作成

浦山ダムでは、夏季に藍藻類の異常増殖により、水道水の異臭味
障害が発生していたため、藍藻類の発生抑制対策として浅層曝気
循環設備を設置し、運用している。浅層曝気循環設備運用後の平
成23年以降、夏季のアオコやカビ臭の発生が確認されなくなった。
平成24年以降、アオコ原因種のミクロキスティス、カビ臭原因種のア
ナベナ、オシラトリアは確認されていない。（平成29年末時点）

アオコ原因種及びカビ臭原因種の確認状況
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水質及び自然環境の保全への配慮 ～自然環境保全～

大規模な地形改変を伴うダム工事においては、工事区域内
及び周辺の自然環境に与える影響を緩和し、ダム設置後の
環境を良好に保持するために様々な取組を実施。
工事区域等に天然記念物等の希少生物の生息・生育がみ
られる場合には、生息域等にかからないように工事区域を
変更し、周辺地域にこれらが生息・生育可能な環境（ビオト
－プ等）を創出し、移植する等の保全対策が実施されている
ほか、ダム工事に伴って生じる裸地や法面等に、在来種の
植生を回復させるなどの取組を実施。

水資源開発施設周辺の環境保全

出典：独立行政法人水資源機構思川開発建設所ウェブページ（環境保全対策について）をもとに国土交通省水資源部が作成

道路工事における環境保全対策
道路造成に伴う自然環境への影響を
可能な範囲で低減するための環境保
全対策を実施

希少植物の移植
改変を受ける場所に生育する
植物を保全地等へ移植

希少動物の採食環境の改善
希少猛禽類の採食環境を改善する
ための林相改善を行い、餌となる
小動物が生息しやすい環境を創出

ヤワタソウ移植作業の状況

ヤワタソウ

林相改善（間伐）の状況

間伐直後

３年目

【環境保全対策の事例：思川開発事業】

ダムが存在する水源地域等においては、水源地域ビジョ
ン等と合わせて、上下流交流会、環境学習会等が開催さ
れるなど、水資源が持つ環境機能を生かす取り組みが行
われている。

水資源が持つ環境機能を生かす取組

出典：埼玉県、茨城県、水資源機構ウェブページ
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清掃活動 ダム説明会

野菜、果物の収穫体験 ダム建設現場見学

ダム湖の利用


